
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

平成 21 年 4 月 30 日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要： 
秋田県で行われてきた住民参加型の自殺対策モデルにより、秋田県の自殺者数は毎年約 24

人減少することが明らかになった。秋田県の自殺対策モデルはソーシャル・キャピタルモデル

として解釈できることから、地域の自殺対策の推進におけるソーシャル・キャピタルモデルの

有用性が本研究で検証されたと考える。総合的な地域づくり型自殺予防対策が有効性を示した

ことは、何よりも自殺対策におけるソーシャル・キャピタルの重要性を根拠づけるものと考え

られる。 
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１．研究 の背景 

 

自殺予防研究において、一次予防的地域介

入が自殺率の減少をもたらすという知見は、

世界に先駆けて日本のフィールド研究がそ

の科学的根拠を蓄積してきた。秋田県におけ

る地域づくり型自殺予防対策の有効性につ

いては、我々の研究グループが中心になって

その有用性を報告してきた。これまでの自殺

予防研究では、うつ病の治療と予防に重点を

置く医学モデルが主張されてきた。しかし、

医学モデルでは、地域づくり型自殺予防対策

の重要な側面を見逃しているという可能性

がある。なぜなら、地域づくり型自殺予防活

動では人々の社会的ネットワークを強化し、

社会や人々への信頼感や連帯感（つながり）

を強化しているとも考えられるからであり、

医学的モデルではこの側面を見落としがち

だからである。近年、社会疫学の隆盛ととも
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にソーシャルキャピタルという概念が社会

医学の領域でも注目を浴びてきた。ソーシャ

ルキャピタルとは人々の社会に対する信頼

性ともいうべき概念で、その測定手法は十分

に確立されたものではないが、社会的健康決

定要因としての役割の大きさが予想され、関

心が高まっている。自殺予防という観点で公

衆衛生学領域においてソーシャル・キャピタ

ルが本邦で研究された例は少ない。本研究に

より地域づくり型自殺予防対策の有効性の

メカニズムの一端が明らかにされることで、

自殺対策の一層の推進を図る学術的基盤が

構築することには大きな意義がある。 

２．研究の目的 

本研究の目的は、「地域づくり型自殺予防

対策がなぜ有効なのか」というリサーチクエ

スチョンに応えることであり、具体的には我

以下の三つである。 

（１）地域づくり型自殺予防対策では、地

域のソーシャル・キャピタルが重要な役割を

果たしていることを実証データにより明ら

かにすること 

（２）我が国における地域のソーシャル・

キャピタル測定手法を確立すること 

（３）自殺予防対策を進める上で、ソーシ

ャル・キャピタルモデルがうつ病モデルと同

様に有用であることを確認すること 

３．研究の方法 

 研究の方法としては、地域の疫学調査を

もとにソーシャル・キャピタルと抑うつ状態

等のメンタンルヘルスの実態とその関連性

を明らかにした上で、地域づくり型自殺予防

のソーシャル・キャピタルモデルを構築した。

具体的な調査研究方法は、研究成果の項で詳

述した。 

４．研究成果 

（１）ソーシャル・キャピタルと抑うつ度

との関連性―認知的要因の下位概念の性年

代別の傾向についての検討― 

【はじめに】ソーシャル・キャピタルとう

つ病や自殺との関連は明確でないこと。自殺

予防にかかわるソーシャル・キャピタルの認

知的要因に注目し、基礎的検討として、ソー

シャル・キャピタルの認知的要因の性年代別

の回答傾向について分析した。 

【対象と方法】 秋田県 A 町で実施した

「心の健康づくり基礎調査」（平成 17年 4月）

に参加した 30～79 才の 9387 人（回答 7801

人）を分析対象とした。 

ソーシャル・キャピタルに関する質問はわ

れわれのグループが開発したものを用いた。 

表１に、ソーシャル・キャピタルの下位概

念と質問文の関係を示した。抑うつ度は

Zung’s SDS を用いた。 

【結果と考察】  

図１にソーシャル・キャピタルの認知的要 

因の５項目について、回答結果を示した。「近

所の人は、お互いに助け合う気持ちがありま

すか。」という質問（互助と信頼）に対して、

よくあると回答した人の割合は 24.2%であっ

た。同様に、「よくある」と回答した人の割

合は、社会の責任感（27.4%）、帰属意識

(27.6%)、インフォーマルなつながり（38.3%）、

地域のやさしさ（14.9%）であった。図２ ソ

ーシャル・キャピタルの認知的要因の性・年

代別の回答割合を示した。社会の責任感と帰

属意識において性差が認められる傾向があ

った。また、年代別にみると、年齢が高くな

るほど「よくある」と回答する割合が高くな

る傾向が認められた。 

ソーシャル・キャピタルの認知的要因に関

する質問項目には性・年代の影響を受けるこ

とが明らかになり、ソーシャル・キャピタル

とメンタルヘルスの関連性を検討する際に

は、これらの影響を調整した上で分析するこ

と必要と考えられた。 
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 図1 ソーシャル・キャピタルの各質問項目の

回答結果 

（２）地域のソ－シャル・キャピタルは住民

の抑うつ度との関連性 

   ―多重レベル分析による解析 

【はじめに】（１）で検討したソーシャル・

キャピタルの認知的要因に関する基礎的研究

を受けて、地域住民の抑うつ度と地域のソ－

シャル・キャピタルの関連性について対象者

をさらに増やして分析した。個人レベル要因

とコミュニティーレベル要因を独立して検討

するために、多重レベル分析の手法を用いて

分析し、コミュニティーレベルのソーシャ

ル・キャピタルの認知的要因が個人の抑うつ

度に影響を及ぼしているかを明らかにするこ

とを目的とした。 

【研究方法】平成 17 年 4 月と 7～8 月に秋田

県内 2 町（1 町は一部）の 128 地区に住む 30

～69 才の全住民（16908 人）を対象とした「心

の健康づくり基礎調査」（自記式質問紙）を

実施した（回収 14184 人）。同質問紙で５項

目のソ－シャル・キャピタルを質問した。こ

の 5 項目に「よくある，大変ある」と回答し

た合計をソ－シャル・キャピタル得点（0～5

点）とし，地区ごとの平均点を地域のソ－シ

ャル・キャピタルとした。個人の抑うつ度尺

度得点は Zung's SDS（粗点 20～80 点）によ

り評価した。個人の抑うつ尺度得点に対する

地域のソーシャル・キャピタルの関連を分析

するために，個人レベルの性別，年齢階級，

学歴で調整した 2 レベルの多重レベル分析を

行った。統計解析は R ver.2.0.1 と同 MASS 

ver.7.2-11 ライブラリを用い最尤法による線

形混合効果モデルで行った。 

【結果と考察】地域のソ－シャル・キャピタ

ルは 0.68～2.31 点に分布していた。分析には

9543 人が含まれた。個人の抑うつ尺度得点の

高さは，地域のソ－シャル・キャピタルの低

さ（p=0.009）と関連していた。また，個人レ

ベルの調整因子である男性（p＜0.001），年

齢の高さ（30 歳代に対し，40，50，60 歳代

でいずれも p＜0.001），教育歴の多さ（義務

教育に対し，高卒，専門学校修了，短大卒，

大卒以上でいずれも p＜0.001）も関連してい

た。効果の大きさは抑うつ尺度得点に対して

地域のソ－シャル・キャピタルが 1 点低いと

0.8 点，個人レベルでは男性に対して女性で

1.7 点，60 歳代に対して 30 歳代で 4.9 点，大

卒以上に対して義務教育で2.7点，高かった。 
本研究で測定したソ－シャル・キャピタルは，

認知的要因に相当する。効果の大きさは小さ

かったが，地域の認知的ソーシャル・キャピ

タルが個人の抑うつ状態と関連することが，

性別，年齢，学歴などの抑うつに強い影響を

持つ個人の要因を調整しても示された。 

（３）自殺予防のソーシャル・キャピタルモ

デルの構築  

ソーシャル・キャピタルの類型として、パ

ットナムは結合型ソーシャル・キャピタル

（bonding social capital）と接合型ソーシャ

ル・キャピタル（bridging social capital）

の」二つをあげている。結合型ソーシャル・

キャピタルとは、同一の共同体内部の社会的

結合（social cohesion）を意味し、接合型ソ

ーシャル・キャピタルとは、異なる共同体あ

るいは集団の間を結びつけるソーシャル・キ

ャピタルを意味する。地域づくり型自殺予防

対策が有効な理由として、うつ病に関する一



次予防的な啓発活動により地域住民のうつ

病に対するメンタルヘルスリテラシーが向

上したことが第一に考えられる。第二には、

地域のネットワークの強化につながる地域

づくり型自殺予防活動が地域のソーシャ

ル・キャピタルを増加させたことがもう一つ

の理由ではないかと推測される。 

以上を踏まえて、社会経済的要因、ソーシ

ャル・キャピタルと自殺率の関係について、

われわれはつぎのような仮説を立てている

（図２）。失業、経済的苦境、社会的疎外な

どの社会経済的要因は自殺率の増加に大き

な寄与率で直接的な影響を及ぼす。一方、社

会経済的要因はソーシャル・キャピタルを変

化させ、間接的に自殺率の増減に寄与しうる。

地域づくり型自殺予防対策が有効な理由と

して、うつ病に関する一次予防的な啓発活動

により地域住民のうつ病に対するメンタル

ヘルスリテラシーが向上したことが第一に

考えられる。第二には、地域のネットワーク

の強化につながる地域づくり型自殺予防活

動が地域のソーシャル・キャピタルを増加さ

せたことがもう一つの理由ではないかと推

測される。 

 
図２ 社会経済的要因及びソーシャル・キャ

ピタルと自殺に関する仮説 

（４）地域づくり型自殺予防対策の意義―ソ

ーシャル・キャピタルモデルの有効性

の検証 

秋田県は 2000 年から本格的な自殺対策を

開始したが、2003 年までは自殺者の減少は

認められず、むしろ増加傾向であった。しか

し、2003 年以降は徐々に自殺者数の減少傾

向を認めた。図３に、1996 年から 2008 年ま

での自殺者数（秋田県警公表のデータ）の推

移を示した。2003 年からは秋田県全体の自

殺者は減少傾向を示し、理論的には毎年約 24

人の減少であった。この結果は、人口 100 万

人規模の地方自治体全体で自殺者数が減少

しているという実証的データとして大きな

意義を有していると思われる。 

自殺対策本格化 y = -24.321x + 579
R2 = 0.8452

 

図３ 1996年から 2008年までの秋田県の自

殺者の推移。自殺者数の減少傾向は

2003 年頃から認められ、減少傾向は

回帰式で推定すると、毎年約 24 人の

減少である。 

秋田県の自殺者数の減少の寄与要因を科

学的に厳密に証明することは現時点では難

しい。なぜなら、自殺予防対策は包括的に行

われており、複合的要因の相互の影響を定量

的に分析することが難しいからである。しか

し、同時期の日本の他の地域でこのような自

殺者の減少が認められないことを考えれば、

秋田県が強力に推進してきた地域づくり型

自殺予防対策は一定の成果があったと推測

することは不合理とは言えない。 

秋田県の自殺対策の重点項目は次の５つ

の柱であった。すなわち、１）情報提供・啓

発、２）相談体制の充実、３）予防事業の推

進、４）うつ病対策、５）予防研究の推進、

である。これらの施策が秋田県全体に浸透し、

官民学が一体となった包括的な取り組みが



効果を奏しはじめたとのではないかと推測

される。うつや自殺に対する偏見を取り除き、

うつ病や自殺に対する正しい理解を深め、悩

みを抱える人に対する相談体制を充実させ

ること、そして住民参加型の自主的な取り組

みを活かすこと。これらが秋田県の総合的な

自殺対策の中核的なコンセプトであった。 

疾病モデルとしての自殺対策にかわる自

殺対策のモデルとして地域づくり型モデル

が注目を浴びるようになった。地域づくり型

自殺対策モデルでは、啓発普及、地域のつな

がりの再構築、住民参加型の活動の促進、自

殺問題の当事者を重視した対策の推進など

がキーワードをなった。これらのキーワード

はもはや医学的専門用語の範疇を超えてお

り、新たな自殺対策のコンセプトの再構築が

必要となった。地域づくりにおいて「互助と

信頼」によるコミュニテーの再構築が求めら

れるようになったことは時代の要請である。

1980 年代から理論的に提唱されてきたソー

シャル・キャピタル論は、地域の活性化や地

域の社会課題の解決への一つの解決の方向

性を指し示した。自殺対策の推進の基礎的理

論としてソーシャル・キャピタルモデルの再

構築を本研究課題として掲げた意義はここ

にある。秋田県が 2000 年以来重視してきた

総合的な地域づくり型自殺予防対策が有効

性を示したことは、何よりも自殺対策におけ

るソーシャル・キャピタルの重要性を根拠づ

けるものと考えられる。 
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